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社会科学研究所 定例研究会 報告要旨 
 
2008 年 7 月 25 日（金） 定例研究会報告 
テ ー マ： 「現代の家族を考える―国籍法婚外子差別規定最高裁違憲判決を契機に」 
      （NPO 現代の理論・社会フォーラムと共催） 
報 告 者： 椎名規子氏（茨城女子短期大学） 
コメント： ①木幡文徳（法学部） 
      ②菅原和之氏（「なくそう婚外子差別 つくれ住民票」裁判原告） 
司  会： 古川 純（法学部） 
時  間： 18：00―20：15 
場  所： 神田校舎 7 号館 784 教室 
参加者数： 15 名 
報告内容概略： 
最高裁大法廷（裁判長＝島田仁郎長官）は 6 月 4 日、フィリピン国籍の母から生れた後
に日本国民の父に認知されたがその父母は法律上結婚をしていないという子ども（婚外子
または非嫡出子という）10 名が原告となって日本国籍の確認を求めた裁判で、国籍法の婚
外子の国籍取得を否定した規定を一部違憲とする判断（多数意見 9 名と意見 1 名の計 10
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とができる」と定める規定から排除されるケースである。日本国民である母の非嫡出子（婚
外子）は出生により母と法律上の親子関係が生じるし、日本国民である父が胎児認知した




























 記：専修大学法学部・古川 純 
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2008 年 7 月 25 日（金） 定例研究会報告 
テ ー マ：Slovenia and EU 
報 告 者：Dr. Stanko Pelc, University Primorska, Faculty of Education Koper 
通  訳：松尾容孝（本学文学部） 
時  間：16 時～18 時 
場  所：専修大学生田校舎 M841 小会議室 
出席者数：8 名 
報告内容概略： 









により EU 加盟 27 カ国のなかで経済成長率は堅調だがインフレ率が高いこと、特に牽引す
る産業部門を持たず、今後の経済の推移に不確定要素が多いことが示された。 
発表は経済状況を中心に行われたので、質疑では、社会主義構成国から EU 加盟国への
政治的変革が経済といかに切り結んできたのか、今日および今後スロベニアがとろうとす
る政治経済の方向などについて、出席者との間で多くの質問と応答がなされた。 
記：専修大学文学部・松尾容孝 
 
